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1 文化審議会著作権分科会「文化審議会著作権分科会報告書」44頁（2011）
http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/pdf/shingi_hokokusho_2301_ver02.pdf。以下、Webページは全て 2015








 そのほか、平成 24年改正の解説として、池村聡「著作権法の一部を改正する法律の概要」NBL983号 18-27
頁（2012）、壹貫田剛史「著作権法の一部を改正する法律（平成 24年改正）について」知財ぷりずむ 11巻
121号 49-56頁（2012）、文化庁長官官房著作権課「いわゆる「写り込み」等に係る規定や技術的保護手段














の法改正によって、いわゆる「写り込み」に係る規定を定めた 30条の 2が新設された。 
しかし、30 条の 2 によって従来の問題が解決されるとは必ずしも言えず、解釈によって
は従来よりも写り込みが問題となる可能性がある。そこで、本稿では、30 条の 2 について
法解釈論を展開し、その課題を明らかにするとともに、課題を解決するための法改正を提
案する。 




を取り上げて検討する。第 4章では 30条の 2について、条文解釈を行い、課題を明らかに








                                                        
4 文化庁長官官房著作権課「解説 著作権法の一部を改正する法律（平成 24年改正）について」コピライ
ト 52巻 618号 16頁（2012）。 
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害であるか争われた雪月花事件（東京高判平成 14 年 2月 18 日判時 1786号 136頁）、絵が
描かれたバスの写真を使ったことが絵の著作権侵害であるか争われたはたらくじどうしゃ





第一審 東京地判平成 11年 10月 27日判タ 1018号 254頁 
























































 2条 1項 1号に、著作物とは「思想又は感情を創作的に表現したものであつて、文芸、学
術、美術又は音楽の範囲に属するもの」と定められている。書が著作物足りうることは動































                                                        
6 大野聖二「判批」別冊ジュリスト 198号 91頁（2009）。 
7 大野・前掲注（6）91頁。 
8 大野・前掲注（6）91頁。 
9 田村善之「技術環境の変化に対応した著作権の制限の可能性について」ジュリスト 1255号 127頁（2003）。 
10 作花文雄「判批」判時 1800号 206頁（2003）。 
11 田村善之「著作権法 32条 1項の『引用』法理の現代的意義」コピライト 47巻 554号 9頁（2007）。 
なお、平成 21年の著作権法改正により、47条の 2が設けられ、オークション・サイトのサムネイルに










































                                                        




































46 条 4 号の趣旨について、「専ら複製物の販売を目的として複製する行為についてまで、
著作物の利用を自由にした場合には、著作権者に対する著しい経済的不利益を与えること
になりかねないため、法四六条柱書の原則に対する例外を設けたものである」と判示した。
                                                        
13 46条柱書「美術の著作物でその原作品が前条第二項に規定する屋外の場所に恒常的に設置されているも
の又は建築の著作物は、次に掲げる場合を除き、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。」、



































                                                        
14 田中孝一「判批」判例タイムズ 1096号 157頁（2002）。 






































                                                        
19 村井・前掲注（15）255-256頁。 















































































部分の廃棄を求めた事件である顔真卿自書建中告身帖事件（最判昭和 59 年 1 月 20 日民集
38巻 1号 1頁）において、「著作権の消滅後に第三者が有体物としての美術の著作物の原作
品に対する排他的支配権能をおかすことなく原作品の著作物の面を利用したとしても、右









































したもの（東京地判昭和 51年 9月 29日無体集 8巻 2号 400頁）など、商標としての使用
に当たらないものは商標権を侵害しない旨を示す裁判例が多数存在する33。したがって、商
                                                        
32 中山・前掲注（18）244-245頁。 
33 東京地判昭和 63年 9月 16日無体集 20巻 3号 444頁、東京地判平成 7年 2月 22日知財集 27巻 1号 109




















みに関するガイドライン」を平成 18 年 1月 1日に作成した37。ガイドラインには、同一紙
面上に著作物が写り込んだ場合、権利者に許諾を得る必要がない旨が示されている。ただ
                                                                                                                                                                  























































































年 12月 24日刑集 23巻 12号 1625頁）48で確立したとされている49。 
                                                        
44 民法 1条 3項「3 権利の濫用は、これを許さない。」 
45 経済産業省「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」ii.91頁（2012）
http://www.meti.go.jp/press/2012/11/20121120001/20121120001-3.pdf。 























認められ難いと読み取ることができる。また、法廷内撮影事件（最判平成 17年 11月 10日




































































パブリシティ権はマーク・レスター事件（東京地判昭和 51年 6月 29日判時 817号 23頁）
59で初めて実質的に認められたといわれている60。パブリシティ権という用語が初めて使わ























































                                                        


















































































































































































                                                        







74 Sony Corp. of Am. v. Universal City Studios, Inc., 464 U.S. 417 (U.S. 1984). 

























Ringgold 事件81は、現代アートのアーティストである Ringgold が作成した“Church Picnic 
Story Quilt”というキルト作品を元に作成されたポスターが、テレビドラマ中に写り込んでい
たことが著作権侵害となるか争われた事例である。 





                                                        
76 山本・前掲注（73）135-136頁。 
77 山本・前掲注（72）31-32頁〔山本隆司〕。 
78 奥邨弘司「フェア・ユース再考：平成 24年改正を理解するために」コピライト 53巻 629号 17頁（2013）、
山本・前掲注（72）277-279頁〔山本隆司〕。 
79 Davis v. The Gap, Inc., 246 F.3d 152, 173 (2d Cir. 2001) . 
80 裁判例の選択は、奥邨・前掲注（78）17-19頁及び山本・前掲注（72）277-297頁〔山本隆司〕〔奥邨弘
司〕で紹介されているものを参考にした。 





ターが画面の中心に写っていた。写り込んだ時間はいずれのシーンでも 1.86 秒間から 4.16
秒間であり、合計は 26.75秒間だった。 
de minimis法理の該当性を判断するに当たっては、量的・質的に分析し、著作物の実質的
な利用が行われているか判断する必要がある。もっとも長く写り込んだ 4 秒間から 5 秒間
のシーンではポスターの約 80%が写っており、はっきりとポスターを見ることができるこ
と、完璧にピントが合っていなくとも短いシーンで細かな部分を見ることができ、ポスタ





























て認められる範囲を超えるとした。第 2 の要素、第 3 の要素については第一審判決と概ね
同様の結論であったものの、第 3 の要素が被告に有利であったとしても、安易にフェア・





































Davis 事件83は、衣料品メーカーのポスターに写っていた 7 人の男性モデルのうちの一人
が、アイジュエリーと呼ばれるメガネのようなアクセサリーをつけていたが、ポスターに
アクセサリーが写っていることが、アクセサリーの著作権侵害か争われたものである。 
                                                        
82 Sandoval v. New Line Cinema Corp. 147 F.3d 215 (2d Cir. 1998). 





























































































「著作権法の一部を改正する法律」（平成 24年法律第 43号）が、第 180回通常国会にお







法ダウンロード」の刑事罰化に係る規定の整備の 5 点である。30 条の 2（以下、本章にお
いて「本条」という。）は上記法改正の①いわゆる「写り込み」等に係る規定の整備で新た







































しまうことが指摘されている89。そして、平成 21 年 5 月から著作権分科会で権利制限の一
般規程について検討が開始された。検討が進められる過程で権利制限の一般規定ワーキン
グチームが設置され、平成 22 年 1 月に報告書がまとめられた90。報告内容をもとに更に検

















































                                                        
92 文化審議会著作権分科会・前掲注（1）44頁。 














































95 池村聡＝壹貫田剛史『著作権法コンメンタール 別冊 平成 24年改正解説』7頁〔池村聡＝壹貫田剛史〕
（勁草書房、2013）。 





































                                                        
97 文化庁長官官房著作権課・前掲注（4）22頁。 











































































































































































































                                                        
118 構図とシャッターチャンスに創作性が見られると判示したものとして、イルカ写真事件（東京地判平成












































125 高林龍『標準著作権法』164頁（有斐閣、第 2版、2013）。 





















































































































































































































































































































については著作者名の表示をする必要はない（19 条 2 項）159。また、著作者名の表示は、
著作物の利用の目的及び態様に照らし、著作者が創作者であることを主張する利益を害す
るおそれがないと認められるときは、公正な慣行に反しない限り、省略することができる































































































































































































































で新設された 30 条の 2 の解釈を行った。平成 24 年改正の目的である著作物の利用の円滑













































本改正案は、平成 23年 1月に文化審議会著作権分科会報告書で示された A類型「A そ
の著作物の利用を主たる目的としない他の行為に伴い付随的に生ずる当該著作物の利用で
あり、かつ、その利用が質的又は量的に社会通念上軽微であると評価できるもの」176を 30











































































                                                        
177 文化審議会著作権分科会・前掲注（1）45頁。 






































































本稿は、鈴木康平「写り込みに関する法的課題 －著作権法 30 条の 2 を中心に－」日本
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